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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第125期

第１四半期累計期間
第126期

第１四半期累計期間
第125期

会計期間
自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日

自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日

自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日

売上高 (千円) 1,063,386 1,275,677 5,278,436

経常利益 (千円) 1,037 82,252 84,256

四半期(当期)純利益又は
四半期純損失(△)

(千円) △130 53,019 112,859

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― ― ―

資本金 (千円) 785,000 785,000 785,000

発行済株式総数 (千株) 11,200 11,200 11,200

純資産額 (千円) 1,481,854 1,659,634 1,610,161

総資産額 (千円) 6,691,494 7,023,176 6,951,478

１株当たり四半期(当期)純利益
金額又は１株当たり四半期純損
失金額(△)

(円) △0.01 4.80 10.21

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) 0.00 0.00 2.00

自己資本比率 (％) 22.1 23.6 23.2
 

(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。

３．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、「連結会計年度にかかる主要な経営指標等の

推移」については記載しておりません。

 

２ 【事業の内容】

　当第１四半期累計期間において、当社で営まれている事業の内容に重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等の発生、ま

たは、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(１)業績の状況

当第１四半期累計期間におけるわが国の経済は、企業収益や雇用環境は改善されつつあり、個人消費も緩やか

に回復の兆しがあるものの、自然災害や地政学リスクをはじめとする政治経済の動向が懸念されるなど、依然と

して先行き不透明な状況が見込まれます。

このような経営環境のもと当社の業績は、売上高1,275百万円(前年同四半期比20.0％増)となりました。損益面

におきましては、営業利益80百万円(前年同四半期比78百万円増)、経常利益82百万円(前年同四半期比81百万円

増)、四半期純利益53百万円(前年同四半期は四半期純損失0百万円)の増収増益となりました。

セグメント別の概況は以下の通りです。

1. 製造事業

ＦＰＤ（フラットパネルディスプレイ）及び半導体向け真空ポンプの活況が続いた他、ロータリブロワが高水

準の出荷を維持したことに加え、部品に関する売上も好調に推移するなど、売上高は前年同四半期比206百万円

（22.5%）増加の1,125百万円となりました。損益面におきましては、前年同四半期比71百万円改善のセグメント

損失34百万円の計上となりました。また、当四半期末の受注残高は1,072百万円であり、前年同四半期比では141

百万円減少したものの、前事業年度末比では170百万円の増加となっております。

売上高を製品別に示しますと、真空ポンプは664百万円(前年同四半期比21.1％増)、送風機・圧縮機は117百万

円(前年同四半期比40.0％増)、部品は233百万円(前年同四半期比36.7％増)、修理は108百万円(前年同四半期比

5.9％減)の結果となりました。

また、輸出関係におきましては、インド、台湾向けの大型案件をはじめアジア向けが好調に推移し、売上高は

139百万円(前年同四半期比27.0％増)となりました。

2. 不動産事業

オフィスビル賃貸市場の回復により、売上高は150百万円(前年同四半期比3.9％増)、セグメント利益115百万円

(前年同四半期比5.4％増)の計上となりました。

 

(２)財政状態の分析

当第１四半期会計期間の財政状態は、前事業年度末と比べ、総資産は71百万円増加し7,023百万円、負債は22百

万円増加し5,363百万円、純資産は49百万円増加し1,659百万円となりました。

　総資産の増加は、受取手形及び売掛金が113百万円減少したものの、たな卸資産が124百万円、無形固定資産が

41百万円増加したこと等が主な要因です。

　負債の増加は、長期借入金が211百万円減少したものの、支払手形及び買掛金が161百万円増加したこと等が主

な要因です。

　純資産の増加は、利益剰余金が30百万円増加したこと等が主な要因です。

　この結果、自己資本比率は前事業年度末比0.4％上昇し、23.6％となりました。
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(３)事業上及び財務上の対処すべき課題

今後の当社を取り巻く経営環境は、企業の底堅い収益環境に加え、人手不足を背景に雇用環境の改善が続くも

のの、設備投資面では依然として続く海外経済の不透明感等により、慎重姿勢がしばらく続く見通しです。

このような環境のもと当社は、「品質優位性の強化」「効率的生産体制の実現」「徹底したコスト削減」の３

点を課題とし、経営理念の実現及び製造事業の黒字化達成に注力してまいります。そのための、当面の具体策と

して以下の基本的な課題に地道に取り組んでまいります。

１.品質を中心に競争優位性を強化します

①　徹底した品質管理により競争力と顧客信頼性を向上させます。

②　価格競争に巻き込まれない品質優位性を追求します。

③　コスト削減及び製品開発・改良による用途拡大に努めます。

２.生産方式の見直し

①　新生産管理システムにつきましては、より安全・確実に新システムへの移行を実施するために、予定して

　いた移行時期を変更いたしました。来年度稼動予定の新生産管理システムを最大限活用できるよう、その準

　備段階である今年度においても、個別受注製品及び汎用製品の特性に応じた生産方式を追求し、徹底したコ

　スト削減に努めます。

②　計画的な資材調達により健全な原材料管理と仕掛在庫管理体制を構築します。

３.生産体制の見直し

　①　外注費の適正化を始め利益を社内に取り込むための生産体制・生産設備の見直しを実施します。

②　多能工化・ジョブローテーションを推進し、柔軟な生産体制の強化と技能の継承に努めます。

③　改善活動推進により、高コスト体質の改善に努めます。

４.販売戦略の再構築

①　平成29年４月に営業・技術両部門の組織改定を実施しましたが、両部門の連携を強化し、明確化した機種

　別・マーケット別販売戦略に従った営業体制を強化します。

②　大型特殊ブロア他、競争力の高い製品へ経営資源を投入し収益の柱とします。

③　利益率の高い部品と修理売上の強化のため、カスタマーサービス部門を再構築します。

 

(４)研究開発活動

当第１四半期累計期間の製造事業における研究開発費の総額は3百万円であります。

なお、当第１四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(５)経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当社製品は、ユーザー企業の設備投資の動向に強く影響を受けます。国内の設備投資は力強さに欠け、また国

内外で競争が激化しており、引き続き厳しい経営環境が続くものと思われます。このような環境下当社は、

（１）品質優位性の強化（２）効率的生産体制の実現（３）徹底したコスト削減を三本柱とした取り組みによ

り、増収及び経常利益段階での増益を見込んでおります。

 

(６)経営者の問題認識と今後の方針について

当社は現在の事業環境下、入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案するよう努めておりますが、景気の

先行きは不透明であり、当社を取り巻く事業環境は厳しい状況が続くものと予想されます。このような状況下、

受注の確保・原価低減及び諸経費の削減に重点を置いた諸施策を実施するとともに、業務の質を高め、諸施策を

迅速かつ確実に遂行し、環境変化に強い利益体質を確立するよう努めてまいります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 24,000,000

計 24,000,000
 

　※平成29年６月28日開催の、第125回定時株主総会において、株式併合に関する議案が可決されたことにより、平成29

年10月１日を効力発生日として、普通株式について10株を１株に株式併合する予定です。

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成29年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年８月８日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 11,200,000 11,200,000
東京証券取引所
市場第二部

単元株式数は1,000株でありま
す。

計 11,200,000 11,200,000 ― ―
 

　※平成29年６月28日開催の、第125回定時株主総会において、株式併合に関する議案が可決されたことにより、平成29

年10月１日を効力発生日として、普通株式について10株を１株に株式併合する予定です。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年４月１日～
平成29年６月30日

― 11,200,000 ― 785,000 ― 303,930
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期の会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日(平成29年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

平成29年６月30日現在  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ―  

議決権制限株式(自己株式等) ― ―  

議決権制限株式(その他) ― ―  

完全議決権株式(自己株式等)
 

普通株式 151,000
 

 

―  

完全議決権株式(その他)
普通株式

11,024,000
11,024  

単元未満株式
 

普通株式 25,000
 

 

― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 11,200,000 ―  

総株主の議決権 ― 11,024  
 

(注) １　「完全議決権株式(自己株式等)」欄の普通株式は、全て当社保有の自己株式であります。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式189株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

                                                                                 平成29年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

株式会社宇野澤組鐵工所
東京都渋谷区恵比寿
１―19―15

151,000 ― 151,000 1.35

計 ― 151,000 ― 151,000 1.35
 

(注) 当第１四半期会計期間末日現在で当社が所有する自己株式の数は150,189株であります。

 

２ 【役員の状況】

 

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間(平成29年４月１日から平成29年

６月30日まで)及び第１四半期累計期間(平成29年４月１日から平成29年６月30日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、明治アーク監査法人により四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

(1)【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成29年３月31日)
当第１四半期会計期間
(平成29年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,356,699 1,387,515

  受取手形及び売掛金 2,138,964 2,025,852

  たな卸資産 769,026 893,976

  繰延税金資産 41,614 26,972

  その他 18,701 15,715

  貸倒引当金 △3,538 △4,518

  流動資産合計 4,321,467 4,345,514

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 1,443,647 1,421,926

   土地 631,643 631,643

   その他（純額） 94,011 94,145

   有形固定資産合計 2,169,302 2,147,715

  無形固定資産 41,303 82,950

  投資その他の資産   

   その他 428,442 456,033

   貸倒引当金 △9,037 △9,037

   投資その他の資産合計 419,404 446,996

  固定資産合計 2,630,010 2,677,661

 資産合計 6,951,478 7,023,176

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 1,056,704 1,217,829

  短期借入金 928,752 938,331

  未払法人税等 29,211 18,497

  賞与引当金 64,342 21,452

  その他 286,841 331,752

  流動負債合計 2,365,852 2,527,863

 固定負債   

  長期借入金 1,874,053 1,662,834

  繰延税金負債 56,116 64,205

  退職給付引当金 517,899 532,647

  役員退職慰労引当金 131,020 133,270

  その他 396,375 442,722

  固定負債合計 2,975,464 2,835,678

 負債合計 5,341,316 5,363,541
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成29年３月31日)
当第１四半期会計期間
(平成29年６月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 785,000 785,000

  資本剰余金 303,930 303,930

  利益剰余金 380,703 411,624

  自己株式 △28,926 △28,930

  株主資本合計 1,440,707 1,471,625

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 169,454 188,009

  評価・換算差額等合計 169,454 188,009

 純資産合計 1,610,161 1,659,634

負債純資産合計 6,951,478 7,023,176
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(2)【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

売上高 1,063,386 1,275,677

売上原価 888,048 1,031,429

売上総利益 175,338 244,248

販売費及び一般管理費 172,751 163,739

営業利益 2,587 80,508

営業外収益   

 受取利息 114 108

 受取配当金 4,412 4,717

 その他 4,813 5,349

 営業外収益合計 9,341 10,175

営業外費用   

 支払利息 9,452 8,325

 その他 1,438 106

 営業外費用合計 10,890 8,431

経常利益 1,037 82,252

特別損失   

 固定資産除却損 - 0

 特別損失合計 - 0

税引前四半期純利益 1,037 82,252

法人税、住民税及び事業税 1,168 14,683

法人税等調整額 - 14,549

法人税等合計 1,168 29,232

四半期純利益又は
四半期純損失（△）

△130 53,019
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【注記事項】

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 

 
前第１四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日)

減価償却費 37,887千円 32,884千円
 

 

 
(株主資本等関係)

Ⅰ　前第１四半期累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

 

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

 
Ⅱ　当第１四半期累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日)

１．配当金支払額

 
決議 株式の種類

配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月28日
定時株主総会

普通株式 22 2.00 平成29年３月31日 平成29年６月29日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   (単位：千円)

 製造事業 不動産事業 合計

売上高    

  外部顧客への売上高 918,829 144,557 1,063,386

 セグメント間の内部売上高又は振替高 ― ― ―

計 918,829 144,557 1,063,386

セグメント利益又は損失（△） △106,707 109,294 2,587
 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異

調整に関する事項)

該当事項はありません。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第１四半期累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   (単位：千円)

 製造事業 不動産事業 合計

売上高    

  外部顧客への売上高 1,125,544 150,132 1,275,677

 セグメント間の内部売上高又は振替高 ― ― ―

計 1,125,544 150,132 1,275,677

セグメント利益又は損失（△） △34,718 115,226 80,508
 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異

調整に関する事項)

該当事項はありません。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日)

(1) １株当たり四半期純利益金額又は
　　１株当たり四半期純損失金額（△）

△0円 1銭 4円80銭

    (算定上の基礎)   

   四半期純利益金額又は
　　四半期純損失金額（△）(千円)

△130 53,019

   普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

   普通株式に係る四半期純利益金額又は
　　四半期純損失金額（△）(千円)

△130 53,019

   普通株式の期中平均株式数(千株) 11,049 11,048
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成29年８月８日

株式会社宇野澤組鐵工所

取締役会  御中

明治アーク監査法人
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   寺　 田　　一　 彦　　 印

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   諏　 訪　　由　 枝　　 印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社宇野澤

組鐵工所の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第126期事業年度の第１四半期会計期間(平成29年４月１日か

ら平成29年６月30日まで)及び第１四半期累計期間(平成29年４月１日から平成29年６月30日まで)に係る四半期財務諸

表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社宇野澤組鐵工所の平成29年６月30日現在の財政状態及び同日を

もって終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において

認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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